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Abstract

The environmental treaty “effectiveness” matters. By recognizing its semantic
polysemy, it will be enabled to analyze its effectiveness more realistically. The five seman-
tic elements such as political, legal, environmental, policy and social and economic ones can
be recognized and applied to an analytical framework for treaty effectiveness.
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2．2．2．法的概念としての「実効性」

ピーターソンは、「実効性」について、「遵守に関する実効性」で、あるアクターが、条

約の規定に従った行動をとっているか、否か、に関するものであるとしたのは、先述の通

りである58。それは、法が、法として、一定の強制的な作用と統制力（control）を有して

いる、という意味で、「法的実効性」を認識しているものと考えられる。しかしながら、

ピーターソンは、「法的実効性」を定義するまでには至っていない。「法的実効性」につい

て深く考察した研究成果としては、国際法学者チェンバース（Bradnee W. Chambers）に

よるものがある。チェンバースは、国際環境法の研究成果として、自然法主義、実定法主

義、政策志向的（法政策的）考察、国際経済法的考察、法社会学的考察を踏まえつつ、ま

た、積極的に国際関係学との学際的議論をも検討、考察した、極めて包括的な内容の学説

を展開している。チェンバースは、特に、従来の学説としての議論に、法社会学的考察を

加えることによって、新たな視点をも提示し、狭義的な「法的実効性」概念から、より発

展的なものへと再定義を試みている。従って、ここでは、チェンバースによって展開され

ている学説を取り上げ、考察したい。

2．2．2．1．チェンバースの「法的実効性」に関する考察

チェンバースは、「実効性」概念が多様に定義されうる点を認識しつつ、「法的実効性」

の定義は、「条約の目的が達成されたか否か」という、狭義的な、実定法主義的概念をよ

り拡大させるべきであり、そのためには、国際関係学等の他の社会科学分野の学問領域の

成果を取り入れることや、国際法をルールのセットではなく、プロセスとして捉える、今

日的な国際法観に基づいた理解を行っていくことが必要である、と主張している。そして、

これにより、強制的なレジームではない国際法が、なぜ国家によって「遵守」されるのか、

について説明が可能となる、と主張した。そして、「広義の法的実効性は、条約の強靭性

（robustness）を説明するものでなければならず、条約が、国内規範に継続的に反映させ

ることができるか、という条約そのものの能力（ability）が問われる」としている59。

チェンバースは、国際法の従来的な意義については、「国際法は、強制的性格のルール

ではなく、自己執行的性格（self-executing）である」といったグロティウス（Hugo Grotius）

の説明や、「ほとんどすべての国々は、国際法のほとんどすべての原則、そして、ほとん

どすべての義務、そして、ほぼいつも義務を遵守している。」というヘンキン（Louis Hen-

kin）の説明を引用し、その意義を肯定した。また、多国間主義アプローチが不可欠であ
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る理由として、今日の「地球規模での繋がり（global connectivity）」があり、経済のグロー

バル化の進展によって、ますます国際法が必要とされる現実や、環境問題の越境性による

国際協力体制の不可欠性は、そのようなマルチラテラルなアプローチの不可欠性を、一層

強化する結果となっている、と主張している。そして、このような見解を背景に、国際法

学者による「実効性」概念への関心も高まりつつある、とした60。

チェンバースは、このような「法的実効性」の分析にあたり、幾つかの考慮するべき要

素を挙げている。すなわち、先述の「条約の強靭性（robustness）」や、「条約の真の目的

と締約国のパフォーマンス情報の比較」、「義務的な措置に対する遵守」、「条約の支援プロ

グラムと手続きの役割と影響」、「財政」、そして、条約間の、潜在的な矛盾や対立の解消

と相乗効果を生み出すことによる効果という観点からの「条約の相互連関（inter-link-

ages）」に着目した「国際法的環境（international legal environment）」である。そして、

これまでの研究成果を、ヤコブソン（Horald Jacobson）とワイス（Edith Brown-Weiss）

に代表される「実定法主義モデル」、チェイエスら（Abram and Antonia Chayes）、フラ

ンク（Tomas M. Frank）に代表される「法社会学モデル」、経済法モデル（economic law

model）と自然法モデル（natural legal model）に代表される「その他の法モデル」、そし

て、ビクター（David Victor）、ラススティアラ（Kal Raustiala）、スコルニコフ（Eugene

B. Skolnikoff）たちや、フリーストーン（David Freestone）、ヤング（Oran R. Young）に

代表される「国際関係学モデル」、に分類し、先行研究の分析を行い、新たな「法的実効

性」の定義を試みている。

チェンバースの言う「実定法主義モデル」は、伝統的な国際法の一つの立場によるもの

で、実定法に基づき、「履行」や「遵守」を分析するモデルである。「履行」は、国際的な

義務を国内法へ変換するプロセスを意味し、「遵守」を達成するためには、政策措置も必

要とする。伝統的国際法のとおり、中には、自動執行的（self-executing）なものもあっ

たり、「遵守」を確保するために、国内法への変換や政策措置を必要としたりするものも

ある。ここでは、「遵守」は、「履行」より広い概念として捉えられ、条約に見られる実質

的義務や手続き的義務だけではなく、国内レベルでも従うことになる、条約本来の意図や

精神が表現されている前文から特定の義務に至るまで、条約全体に着目している。そして、

条約の政策的な目的が達成されたか否かが、「法的実効性」の度合いを確定する、として

いる。その際には、「遵守」されているか否か、の判断とは峻別されることになる61。また、

方法論として、「実効性」は、多様な要素に影響を受けるという見解から、国家だけでは
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なく、非国家主体も含めたすべての主体を取り込んだ形での分析が必要であり、「実効性」

の全体的な図を描く難しさや、政治的背景、具体的目標の欠如、目的の曖昧さなどから、

各条約の比較の難しさも同時に指摘される、としている。

次に、チェンバースの言う「法社会学モデル」についてであるが、これは、社会変化の

中での、「法的実効性」をどのように説明するか、そして、法の、社会規範との調和をど

う捉えるか、という問いを基礎としたモデルである。法社会学派は、例えば、人は、なぜ

法に従い、一致した行動をとらないといけないのか、法は、どのように生まれ、どのよう

に改善されていくのか、といった問題について、説得力のある答えを用意していない、と

して、実定法主義を批判する立場にある、と説明している。そして、「法社会学モデル」

における「実効性」のある法というのは、社会規範や価値に合致するように密接に規定さ

れたものである、との考えを基礎とし、法は常に流動的なものである、と捉えている。そ

して、「定着した環境（established milieu）での運用」、「特定の目標と目的の提示」、「そ

れらを達成するための手段の創造」の三要素の調和のとれた状態こそが、法の目的である

としている。チェンバースは、このような立場にある国際関係学の理論として、コンスト

ラクティヴィスムやポストモダニズムを紹介しつつ、国際法学としては、管理モデルを提

唱しているチェイエスらを、この限りで最も有力な学説の一つとして紹介している。管理

モデルは、従来の強制に基づく法モデルとは異なり、これまでの国際法の実践から、「遵

守」に向かうよう必要な支援を制度、つまり、上述の「達成するための手段の創設」によっ

て実現していくモデルであり、チェイエスは、地球環境分野等においては、このような管

理モデルの方が有用である、との立場を取っている62。

また、チェンバースは、もう一つの法社会学モデルとして、国際法の「正当性（legiti-

macy）」こそが、遵守をもたらしている、とする（Tomas Franck）の見解も紹介してい

る。フランクにとって、正当な（legitimate）国際法とは、文言が明確であることを意味

する「確定性（determinacy）」、儀式などを通じて確認される「象徴的な正当性の確認（sym-

bolic validation）」、法的な解釈上の「一貫性（coherence）」、そして、規範的階層（norma-

tive hierarchy）に対する「確守（adherence）」63といった四つの要素を有するものでなけ

ればならないものであり、正当性の高いルールであればあるほど、国家や各アクターを「遵

守へ向かわせる力（compliance pull）」は強くなる、と主張した64。

チェンバースは、さらに、「経済法モデル（economic legal model）」や「自然法モデル

（natural legal model）」についても触れている。「経済法モデル」では、法制度の、費用
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対効果、効率性、そして、制度間調整の問題についての側面を取り扱うモデルである。こ

れには、国連機関の調整問題なども含まれる、と説明した。また、「自然法モデル」は、

先述の「法社会学モデル」との類似性を指摘しつつ、「法社会学モデル」が、条約を、社

会的規範や価値を反映させたものである、と見なすのに対して、「自然法モデル」は、条

約に含まれる規範は、道徳的な原則としての、「正義（justice）」、「衡平性（equity）」、「公

平（fairness）」に関する、自然法としての普遍的な原則に基づくものである、と見なして

いる65。さらに、この関連から、フランクの、「正当性（legitimacy）」に関する著書の後

に主張するようになった「国際法が、いかに公平（fair）であるか」、「どの程度、多様な

アクター、ないしは、利害関係者が意思決定に関わっているか」、さらには、「分配的正義

（distributive justice）が、いかに条約に反映されているか」が、国際法の「実効性」に

もっとも不可欠な要素となる、とした点を紹介した。チェンバースは、「自然法モデル」

は、人間の価値と自然法の調和が、法の「遵守」や「実効性」にどのような意味を持つの

か、を提示している点において、意味があると評価した。

そして、「国際関係学モデル」についてであるが、これは、先述の「政治的実効性」の

議論でもある。チェンバースは、国際制度について、現実主義による、国家重視と国際機

構の軽視が存在する反面で、次第に、制度主義による国際制度の重視する立場が拡大した、

と分析した。そして、制度主義による研究は、国際法と政治学の両立をもたらした、と説

明している。そして、国際機構の国家の行動変化を起こす役割等についての研究が進み、

より実効的なレジームの形成についての知見を深められていった、と説明している。また、

中央集権的構造ではない国際社会において、国際機構が影響力を持つようになったことは、

国際法の成果であるとしつつ、制度主義は、非国家主体、認識共同体の果たす役割や、「実

効性」の源泉についての洞察を導き出すのに貢献してきた、と評価した。そして、この研

究の究極的な目的は、「より強力かつ実効的な国際機構の創設」であり、それゆえに、「制

度的実効性」の、実際の決定要因や源泉について焦点を当てている、と分析した。そして、

制度主義は、伝統的な現実主義者と同様に、力（power）の役割や、国家の中心性を重視

する一方で、国家と国際制度との関係性についても着目しており、国家が、自国の利益を

最大化させるために、国際制度に参加する、とした。そして、これを前提に、「制度の実

効性」は、一つの重要な論点として扱われている、と説明した。チェンバースによると、

新自由主義は、制度主義や構成主義（constructivism）の考えを共有する部分があり、ゆ

えに、国際法の「遵守」は、国内レベルでの、各アクターの利益を増進するものであり、
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新自由主義は、国家は、相互作用する、無数の主体の集まりであり、集合的に、国際制度

との関わり方を、自らの利益に照らし合わせて決定する、と説明した。そして、国際法の

「遵守」は、自由民主主義的伝統を共有する制度が、世界共通の理解を共有することによっ

て実現するので、国際制度もまたそのように扱われるのである、とした。そして、スロー

ター（Anne Slaughter）の「代表する政府と共にある国家や、個々の権利や経済市場の法

的保護は、政治の領域というよりは、むしろ、法の領域で機能している。」との主張を紹

介しつつ、かかる観点からの膨大な研究成果が存在することに触れつつ、国際政治学モデ

ルからも、制度的ないしは法的な「実効性」研究の可能性と意義を見出している66。

さらに、チェンバースによると、このような国際関係学モデルの研究成果として、新制

度主義者のビクター（David Victor）、ラスティアラ（Kal Rasustiala）、スコルニコフ（Eugene

Skolnikoff）によるものがある。ビクターらは、実定法的なアプローチを視野に入れ、条

約の履行プロセスについて着目した。ビクターらは、「遵守」概念と「履行」概念を峻別

し、「履行」概念は、「実効性」概念に直結するため、より重要であるという立場をとって

いる。それは、「遵守」概念の場合、状況によって、小さな努力による「履行」で「遵守」

が達成できるような締約国も存在し、行動変化が生じない結果を生む場合（気候変動の京

都議定書におけるロシアの例）や、「遵守」の程度が低くとも、実際に秩序を作り、「実効

性」がある場合（道路交通におけるスピード制限の例）もあるからである、と説明した。

そして、ビクターらは、「履行」のレビューシステム（systems of implementation review

/SIRs）や、利害関係者や社会の「履行」プロセスへの参加が「実効性」に大きく寄与す

ることに着目し、これらを「実効性」を評価する手段として用いることで、「実効性」を

評価した67。

加えて、チェンバースは、新自由主義的研究成果として、フリーストン（David Free-

stone）の成果を紹介している。フリーストンは、開発途上国が履行による費用を支払う

ことができない点や、そのような国々の環境協力の困難さ、パフォーマンスの悪さや、よ

り高いレベルの約束への合意の困難さ等を指摘し、「履行」こそが、「実効性」にとって極

めて重要なものであり、かつ、実質的な意義があり、それにより、レジームへの参加を評

価したり、比較したり、さらなる約束のための免責条項を適用することができる、とした。

「遵守」概念の重要性については、「実効性」を図る一手段に過ぎない、としつつ、国際

社会へのアピールとして意味があるに過ぎない、との見解を示した。加えて、「参加」も、

「実効性」に意味を持つものとして取り挙げ、特に、NGO による参加は、政策をより環
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境にやさしいものにしているとしつつも、しかしながら、「履行」の段階では、その影響

力はあまり重要ではない、とした68。

そして、最後に、チェンバースは、最も先進的で、環境問題に関心を抱いている制度主

義の思想家としてヤングを紹介している。チェンバースは、ヤングは、「実効性」概念に

ついて、法的定義は、「遵守」との関連であり、経済的定義は、「効率性」との関連である

ことを峻別し、また、「政治的実効性」は、問題解決と各主体の行動変化の問題であると

結論づけた、と説明している。ヤングは、この「政治的実効性」に着目した。また、レジー

ムが高い「実効性」を有するため、必要かつ十分な条件と制度モデルの分析にあたり、制

度主義に類似するものとしての功利主義的（utilitalian）説明と、国際法を引用した規範

的説明、それぞれに基づいて、締約国の行動とレジームの関係の分析を試みている。ヤン

グは、自身の分析の方法論の問題や、条件や因果関係の抽出の難しさを指摘し、「実効性」

については、各レジームをそれぞれ個別に分析していくことが必要であることを指摘して

いる。ヤングの結論については、国際機構が、より「実効的」で、各主体の行動に影響力

を持つことができる、としつつも、例えば、国家の自己利益を促進すること、学習を通じ

て規範に変化を与えていくこと、そして、役割を明らかにすること、国内的な利益を最調

整すること、といった目的を達成するために、国際レジームが果たすべき役割を提示して

いる、としながらも、チェンバースは、政策担当者にとって、交渉やより実効的な条約を

生み出すための具体的な手段を提供するには至っていない、と指摘している69。

以上を踏まえて、チェンバースは、「法的実効性」のアプローチの再定義を試みている。

チェンバースは、法学研究は、「遵守」が、「実効性」概念の一部を構成するものと位置づ

けつつ、「遵守」の、「実効性」における役割や、国家がなぜ国際法を「遵守」するのか、

についての理解に役立つものである、との見解を有しているが、「実効性」概念と「遵守」

概念との関係の解明だけでは不十分であり、依然として、「実効性」概念は、多様なまま

である点を指摘している。また、チェンバースは、「レジーム」と「条約」は、峻別され

るものである点を指摘しつつ、「レジーム」の用語を用いることによって、「条約」に関す

る議論は、より曖昧になっている、と指摘した。また、これまでの研究上の方法論にも問

題があり、条約ないしはレジームと締約国の行動変化の因果関係を示すデータは十分では

ない、と指摘した。加えて、制度主義は、「法的実効性」概念をより狭く定義し、レジー

ムの運用と対象としている主体（産業の汚染者や市民）の行動変化の因果関係を捉えてい

ないし、条約のみではなく、レジームとして、原則、規範、規則、手続き、プログラムに

原
著
論
文

地
球
環
境
条
約
の
「
実
効
性
」
概
念
の
諸
相

―
概
念
の
多
義
性
の
分
析
と
評
価
―
（
2
）

7



着目することで、対象が曖昧となり、分析が曇ってしまう、と主張した。そして、「遵守」

概念にも多様な意味があり、ビクターの主張のように、「遵守」の有無が、必ずしも、条

約の「実効性」を左右するとは一概には言えず、単に、それを判断する指標となるとは言

い切れない点を肯定した。そして、法学者は、条約の「実効性」を判断するために、健全

な法的合意を形成することに関心があり、政治学者は、交渉や、政治的意思、問題への関

心の有無に関心を抱いてきたため、「法的実効性」を定義する上では、この点の峻別が求

められる、とした70。

そして、チェンバースは、「法的実効性」の決定要因としては、第一に、「強靭性（robust-

ness）」を挙げた。国際法が、今日、単に「規則のセット（set of rules）」ではなく、「過

程（process）」であるとみなされるようになってきている現実に鑑み、条約は、変わりゆ

く現実や社会規範や価値に応じて、枠組条約と議定書のアプローチや、教育に関する条項、

問題領域の知識や進展を再評価する科学技術メカニズムとしての学習システムを含有する

ようになってきたし、市民社会の参加メカニズムも構築されてきた。その意味での「強靭

性」、換言すれば、「強固なシステム」が、条約の制度として構築されてきている、として

いる。第二に、支援措置に関する条項を挙げた。これは、非拘束的性格で、条約の目的の

実現のために、大きな役割を果たすものであり、これにより、能力構築、財政援助、技術

供与、コミュニティ支援、意識向上のキャンペーンの実施、ワークショップの開催、訓練

用教材の作成等を実現することになる。ただ、このプロセスにおいても、「履行」のため

の情報が入手し難い問題があることを指摘している。第三に、対外的な国際法的環境とし

て、条約のインターリンケージ（interlinkages with other treaties）を挙げた。他の条約

との相互連関（例えば、重複）による様々な影響が、「実効性」に影響を与えている。チェ

ンバースは、生物多様性条約のバイオセーフティー議定書と世界貿易機構の関係性や、京

都議定書とモントリオール議定書の関係で、代替フロン物質のハイドロフルオロカーボン

（HFC）をめぐる問題を例に挙げている。ただ、無数に存在する環境条約は、特に、環

境の生態学的な一体性を背景に、十分な調整の可能性もあるため、相乗効果も期待するこ

とができる、とのことである71。この点については、キム（Joy A. Kim）は、生物多様性

と気候変動に関する制度的相互関係と相乗効果について取り上げている72。また、新たな

展開として、適正な化学物質・廃棄物管理を実現するために、「残留性有機汚染物質に関

するストックホルム条約」（ストックホルム条約）、「有害廃棄物の国境を越える移動及び

その処分の規制に関するバーゼル条約」（バーゼル条約）及び「国際貿易の対象となる特
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定の有害な化学物質及び駆除剤についての事前のかつ情報に基づく同意の手続に関する

ロッテルダム条約」（ロッテルダム条約）の三条約（将来的には、水俣条約（水銀管理）

を加えた四条約）の相互的制度調整が公式に行われているものがある73。第四に、財政に

ついて取り上げている。長年の環境条約に関する経験は、財政が、問題への取り組みその

ものや、条約の履行、そして、運用に不可欠な決定要因であることを明示している。開発

途上国にとっては、条約への加盟の条件として、国際支援が前提となることから、資金が

どの程度活用できるかは、条約の「実効性」を大きく左右している74。

チェンバースは、これらの「法的実効性」に関する議論に基づき、国際関係学モデルに

よる「レジームの行動変化の因果関係」は、データが不十分であり、方法論的にも困難で

あるが、成果が見られれば、国際法学にも意味のあるものとなるとしつつ、「法的実効性」

は、「締約国のパフォーマンスのデータ」、履行状況の再検討や学習システムなどが内蔵さ

れた強固なシステムとしての「条約の強靭性」、そして、国内履行支援、能力構築、技術

移転、財政支援といったものを可能とする「支援メカニズム」、条約間の連関という観点

に基づいて、条約の「法的実効性」の評価が求められる、と結論づけるに至っている。ま

た、条約間の連関という観点からは、相乗効果の可能性への着目は、過小評価されるべき

ではない、と喚起を促している。そして、行動の変化ためのツールよりも、社会的規範を

引き出し、集合的な社会を構築していくプロセスとして条約をみなすことが、より優れた

条約を作り出すことになる、と結論づけている75。

2．2．2．2．考察

「実効性」概念の観点からは、チェンバースは、国際法を、伝統的な観点ではなく、今

日より幅広く支持されている、法政策学的な観点から、つまり、国際法を「立憲的なプロ

セス」としてとらえる立場に立脚している、と考えられる。そして、少なくとも「法的実

効性」研究は、アクターの行動変化に着目する「政治的実効性」の視点ではなく、国際法

を、社会規範を引き出し、集団的な社会を構築していくプロセスであるとみなす視点に立

脚すべきであり、従って、「社会規範を生成するプロセス」としての理解を反映したもの

であるべき、と主張している。そして、このような「法的実効性」概念については、実定

法主義的な概念、つまり、「特定の条項や文言に一致している行動をとっているか、その

意味で、遵守しているか否か」を検討、判断するような法的概念は、狭義的すぎる、と見

ている。そこで、法政策学的、政策志向的（policy-oriented）観点からの「実効性」概念
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を主張するものであると解釈できる。

また、チェンバースの概念整理には、「実効性」概念には、「遵守」概念と「履行」概念

の峻別があった。実質性のあまり「履行」のみに着目する立場は、法制度としての条約を

分析するにあたり、やはり不十分であると考えられ、意思決定としての「遵守」の確定プ

ロセスは、「履行」とも重複するプロセスなどがある現実や、「履行プロセス」そのものが、

「法的プロセス」を構成するものであることを鑑みれば、「履行」概念は、「遵守」概念に

含まれ、「遵守」概念は、「実効性」概念の一部を構成するものである、と理解するのが合

理的であるように思われる。「遵守」は、チェンバースの指摘にもある点ではあるが、そ

の意味で、「履行」を測るというよりも、評価する関係にあるのではないだろうか76。また、

現実として、履行状況を正確に把握するには、「遵守」概念を用いるしか他にはない。そ

して、チェイエスらの遵守管理モデルにもあるように、今日の遵守管理は、「不履行」「未

達成」の事態を含めて、状況を「不遵守」として管理し、必要な能力構築を行ったり、財

政的技術的援助を供与したりすることで、状況を「遵守」にまでに持ち込むことを「法的

なプロセス」として行っている、と正確に理解するべきではないだろうか。それは、一般

的な法学にある、「矯正（correction）」のプロセスとも類似するものであると理解するべ

きではないだろうか、とも思われる。

「政治学的実効性」の議論においても、「実効性」概念と「遵守」概念の位置付けにつ

いては、結論として、チェンバースの主張のような位置付けとすべきであるとする考えが、

ミッチェルの主張に見られた。チェンバースの主張は、ミッチェルの国際政治学的主張と

結果的には、類似するものと見なすことができるが、ミッチェルは、「法的遵守」概念の

形式性と表面的な性格から本来の意義を見出さず、「影響力」に研究的意義を求める立場

を取り、本来「遵守」概念が取り扱ってきた範囲を狭める結果となっているように思われ

る77。従って、「法的実効性」の議論から導き出される「遵守」概念の位置付けは、ミッチェ

ルの主張とは異なる文脈によるものであり、その意義に対する認識は、大きく異なってい

ると見た方が良いように思われる。国際法学者、法学者にとって、「遵守」の意義は、条

約が「法」である以上、依然として軽んじられるものではないと捉えているが、国際政治

学者にとっては、「遵守」とは形式的なもので、実質的重要性は、行動変化、影響力（因

果関係的概念としての「実効性」）や履行プロセスにある、と捉えている点は、大きな相

違点である。
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2．2．3．政策的概念としての「実効性」

次に、政策的概念としての「実効性」について整理したい。ここでいう「政策的実効性」

とは、条約とアクターとの関係性からのものではなく、むしろ、国内的な政策や措置（poli-

cies and measures）が有する、経済的、社会的、生態学的な意味での「実効性」のこと

である。政策や措置は、条約の関連で実施（ないし履行）されるものから、例えば、人口

政策のように、各国のレベルで独自に実施されるものもある。そして、その効果には、経

済効果、社会効果、生態学的（環境的）効果等がある。国際協力、国際援助の効果78、国

内的な経済政策、金融政策の効果（しばしば、国外の国際社会にも影響する場合が多い）

等、多様である。一般に、「実効性」が議論される場合に、このような文脈での議論も多

く、ここでの「政策的実効性」は、上述の、国際レジームの有する「政治的実効性」、「法

的実効性」とは、相互に密接に関係しつつも、意味合いが大きく異なるため、注意が必要

である。

ただ、「政策的実効性」が、「政治的実効性」や「法的実効性」に影響することもある。

例えば、国内情勢によって、条約レジームへの「参加」や「履行」に影響することもある。

日本は、2011年に東日本大震災を経験しているが、それに伴い国内政治体制も不安定化し、

国内的な政策の優先事項が大きく変わり、さらには、気候変動政策の転換などもあり、「政

策的実効性」への影響が見られた。また、1991年のソビエト連邦崩壊に伴い、複数の経済

移行国（economies in transition）が生まれたが、このような経済移行国も、国内情勢に

より、「政策的実効性」を弱めてしまうことになった。オゾン層条約レジームなどでは、

このような特殊な状況にある国に対する支援を制度的に確保しているが、このこともまた、

「政策的実効性」が、「政治的実効性」や「法的実効性」に影響を与えていることを示し

ているといえる。このように、災害や政変など、予想し難い不慮の事態は、「政策的実効

性」にも影響を与える。

加えて、いわゆる、「単独主義／一方主義（unilateralism）」の観点からも、「政策的実

効性」を理解する必要もある。ある一国の国内政策が、国際的な影響力を持ち、結果的に、

影響を受けた国は、その国内政策を変更せざるを得ない場合に、そのような影響力のある

国家の行動原理を「単独主義（一方主義）」というが、国際環境法分野においても、それ

が問題となった場合があった。1998年のエビ・カメ事件Ⅰ（Shrimp & Turtle Case）（ア

メリカ対タイ・マレーシア・インド・パキスタン）79及び2001年のエビ・カメ事件Ⅱ（ア

メリカ対マレーシア）である。これは、米国の環境保護政策（エビの漁獲の際にウミガメ
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を混獲した場合に、ウミガメの保全の目的で、そのような方法で漁獲されたエビを禁輸す

る措置）が、単独主義的（一方主義的）影響力を有したために、被影響国が、問題を世界

貿易機関（World Trade Organization/WTO）という多国間条約体制に持ち込むことで、

自由貿易原則との関わりから、法的な貿易問題化した事例である。結果的には、エビ・カ

メ事件 I では、自由貿易原則に基づく主張が認められ、原告側（東南アジア諸国、南アジ

ア諸国）の主張が認められる結果となったが、続いて、マレーシアが、エビ・カメ事件 I

の決定へのアメリカによる対応が十分ではないとして、一国で提訴したエビ・カメ事件 II

では、結果として、アメリカの環境保護政策が認められる結論となった。

「政策的実効性」の観点から、この事例で注目されるものの一つは、米国の単独主義が

もたらした結果である。これらの事例の結果としては、新たな環境保全協定の締結や、混

獲を回避する技術の援助等の地域環境協力体制を生むことにつながっており、結果として、

環境保全への行動変化が見られている。自由貿易条約レジームの紛争解決過程を通じて、

関係国の行動変化としての「政治的実効性」や、環境を保全する「環境的実効性」があっ

たとも見ることもできるが、一方で、米国の「政策的実効性」も確認される。これらの事

件は、「政策的実効性」を理解する上で有用な事例である80。

また、「政策的実効性」は、国家の政治的意思や国内的管理能力とも関わっているもの

と言える。ハース（Peter M. Haas）、コへイン（Robert O. Keohane）、レヴィー（Marc Levy）

は、国の低い問題意識、問題の管理能力、集団的行動の問題の解決能力の欠如（条約など

の存在有無といった契約環境）は、効果的なガバナンスを妨げる主な要因である、とした81。

このうち前者二つは、「政策的実効性」に大きく関わってくるもの言える。また、能力

構築については、開発途上国については、国際機構が果たす役割は大きい。実際に問題を

管理するためには、具体的な知識や技術の移転が必要となるため、条約制度の支援や、個

別のプログラムを通じた支援が意味のあるものなっている82。

2．2．4．環境的（生態学的）概念としての「実効性」

続いて、「環境的実効性（environmental effectiveness）」（「生態学的実効性（ecological

effectiveness）」について整理したい。ここで言う「環境的実効性」とは、地球環境条約

の設立と運用の結果としての、現実の、環境的、生態学的な改善（real environmental im-

provement）の度合い、についてである。ピーターソンは、国際レジームの「実効性」の

一つとして、「結果の実効性（result effectiveness）」を上げている。これは、上述の、「条

長崎大学 多文化社会研究 Vol.5 2019

12



約レジームによって促進される行為が現実的な環境上の改善を生じさせる場合に存在す

る」という意味で用いられているが83、この概念が、具体的に意味していることは、「環境

条約の環境保全効果」そのものであると考えられる。「政策的実効性」には、この一側面

があるものと理解して良いが、ここでの議論は、「条約」そのものを対象としている点で、

峻別されるべきものであると考えられる。

ここでの「環境的実効性」は、例えば、条約の目標を達成したとしても、完全に「遵守」

されたとしても、環境的な効果や改善がなければ、その「実効性」を確認することができ

ない、ということを意味するものとしたい。そして、そのためには、条約の締約国会議（Con-

ference of Parties/COP）のような多国間の場での協議だけではなく、第三者的存在の機

関による評価（assessment）が必要となる。オゾン層条約レジームは、法制度として、

科学的側面、環境影響的側面、科学・経済的側面を評価するためのパネルを、テーマごと

に合計三つ常設している。そして、各評価パネルは、四年ごとにそれぞれ評価報告書を発

表し、統合報告書（synthesis report）とともにオゾン層保護の進捗について報告してい

る。統合報告書には、条約の「実効性」全体を直接扱っているわけではないが、オゾン層

条約レジームの「環境的実効性」や、条約レジームの意義、今日的課題について包括的に

説明し、報告している84。また、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）は、科学的知見につ

いての意思決定により、科学的不確実性（scientific uncertainty）への対処を制度的に行っ

ているが、これは、地球環境の科学的状態を評価する（assess）ものであり、政策を判断

するものではなく、最終的な結果に基づく政策的判断は、締約国会議という政府間の意思

決定に委ねられている。これとは別に、条約全体を外部から評価していくことも、「環境

的実効性」の確保のために、そして、政治的な意思を形成する上で、極めて重要である。

現行の国際体制においては、そのような役割を果たす政治主体としては、研究系独立非政

府組織（research independent non-governmental organization/RINGO）を含む NGO や政

府間国際機構が該当するものと考えられる。国連環境計画（United Nations Environment

Programme/UNEP）は、『地球環境概況報告書（Global Environmental Outlook）』を定期

的に発表し、政策・ガバナンス面を含む、地球環境の状況を多角的に評価している。生物

多様性条約事務局は、『地球規模生物多様性概況（Global Biodiversity Outlook）』を発表

し、生物多様性条約との関わりから、地球規模での生物多様性保全の状況について評価し

ている。また、NGO としては、世界資源研究所（World Resource Institute/WRI）も、『世

界の資源と環境（World Resources）』と題して、独自に、世界の環境状況や政策に関す
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る報告書を発表している。

これらに加えて、国際法学者の岩間は、地球環境条約の「結果の義務」や、「方法・実

施の義務」にとどまらない、「維持の義務」の重要性について主張している点にも留意し

たい。気候変動枠組条約は、締約国に対して、環境保全のための一般的義務を設定してい

る。この一般的義務には、「結果の義務」が含まれ、締約国に対して、将来的に望ましい

結果を達成するように規定している一方で、京都議定書は、「実施・方法の義務」を設定

しているとされ、具体的方法については、国家の裁量に任されているが、削減目標やスケ

ジュール、報告方法については、法的に義務づけている。しかし、条約に基づいて国内的

に履行し、その後、何もしない状態（放置した状態）では対策は満足なものとならないこ

とから、さらに、対策後の状況が維持されているものにする必要がある。そこで、「維持

の義務」の重要性が確認される、としている85。この指摘は、環境が改善された後にも、

それが維持されることの重要性が指摘されている点において、「法的実効性」との関わり

において意味を持ちつつも、「環境的実効性」を念頭に置いているものであると理解でき

るだろう。

2．2．5．地球環境条約の、経済的・社会的効果としての「実効性」

最後に整理しておく点としては、条約が有する経済的・社会的効果としての、「経済的

実効性」、「社会的実効性」が挙げられる。

地球環境条約の「経済的実効性」には、まず、いわゆる「法と経済」の観点から、条約

の設立によって創設された経済システムや規制によって生じる経済的効果がある。例えば、

モントリオール議定書では、代替フロンの可用性から、規制による実体経済へのネガティ

ブな影響は最小限に留められた結果、オゾン層破壊物質の使用禁止の規制が効果を上げた。

また、京都議定書は、排出権取引という市場メカニズムを活用した、温室効果ガスの削減

を目指したが、この排出権取引には、経済的効果と環境的効果の両立が認められると考え

られたため、取り組みへの一時的な期待の高揚が政策的にも、経済的にも見られたが、今

日では、その期待とは裏腹に成功的であるとは言い難い状況にあるものと思われる。また、

法的拘束力のある温室効果ガスの削減目標の設定も、国家の経済的利益を減ずる可能性が

あるとして、京都議定書の第一約束期間の5年間は、アメリカのように、消極的な政治姿

勢を示す行動も見られ、条約外での取り組みに傾倒する事態も見られた。これらの経験は、

条約によって創設された規制や経済システムが、実体経済に及ぼす影響や効果について捉
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えた側面であり、「経済的実効性」概念に含まれるものであると言える。

また、「気候変動問題の経済的影響」、「生物多様性問題の経済的影響」というテーマで

の研究報告書も、国際レベルでの政策的な取り組みの一環として、存在している。例えば、

「気候変動問題と経済的影響」については、2006年に発表された報告書『気候変動の経済

学』、通称『スターンレビュー（Stern Review）』がある。元世界銀行チーフエコノミスト

であるニコラス・スターン卿が、英国政府より要請を受けて行った研究調査結果である。

対策費用や、水・食料・健康・土地・環境・急激かつ大規模な影響といった区分で、気温

上昇のレベルに応じて、その生態的、経済的、社会的影響を分析している86。一方、「生物

多様性問題の経済的影響」については、欧州委員会とドイツ政府の要請と支援を受けて、

ドイツ銀行取締役のパバン＝スクデフ氏をリーダーとして研究調査を行い、2010年に発表

された報告書『生態系と生物多様性の経済学（The Economics of Ecosystem and Biodiver-

sity/TEEB）』がある。本報告書は、生物多様性の保全や生態系サービスが、少なくとも

経済的な価値を有することを示し、それを可視化する意義を主張している87。これらにつ

いても、条約レジームの「経済的実効性」に関わるものであり、条約レジームの意義を補

強するものである以上、「経済的実効性」を主張するものであると理解することができる。

また、このほかに、例えば、世界遺産条約や湿地の保全に関するラムサール条約に見る、

価値ある自然地域や文化遺産の保全対象としての「登録」による経済効果、社会効果が挙

げられる。世界遺産条約に関しては、2013年6月26日の「富士山」の世界文化遺産として

の登録の際に、経済的波及効果が、日本社会では主な話題の一つとなった88。そして、登

録地域の住民による歓迎のムードがみられ、登録地域の価値の再評価、登録地域の魅力の

再発見や、地域住民については、そこで暮らしたり、登録地域の管理に関わったりするこ

とによって得られる、ある種の誇りや自尊心のような心理的効果まで生んでいる。登録を

契機として、地域の活性化にもつながっている。また、ラムサール条約も、湿地の登録に

よる同様の効果が見られている89。

さらに、条約の締約国会議の開催と、開催地名の入った条約や議定書の採択もまた、実

際のステークホルダーによる会議への参加による経済波及効果や、その国や地域の人々の

問題への関心を高めることにつながり、開催地と周辺地域への経済的、社会的効果を生ん

でいる90。気候変動に関する京都議定書、世界水フォーラム、生物多様性に関する名古屋

議定書、水銀管理に関する水俣条約、いずれも、そのような「経済的・社会的実効性」が、

マスコミ等により確認されている。91このような効果の伴うプロセスもまた、社会規範を
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5

4

3

2

1

0

①　因果関係的概念としての実効性・影響力
a）　条約によって引き出される遵守
b）　偶発的な遵守
c）　自動的な遵守
d）　既に遵守できる状態での合意
e）　結果の論理
f）　適切性の論理

②　条約事務局の影響力
③　非政府組織の影響力行動変化の有無

a）　立憲的実効性
b）　遵守する習慣
c）　より広い意味での結果
　　・　デモンストレーション効果
　　・　認識的効果

①　条約の保全対象としての登録
による経済波及効果・社会（心
理）効果

②　登録地域の活性化
③　条約会議の開催などによる社
会的効果、経済波及効果

④　社会規範形成機能

①　国内的な政策と措置
　　　a）国際協力と国際援助等
　　　b）国内履行
　　　c）報告を前提とした情報の管理
②　単独主義（一方主義）
③　問題への関心度
④　問題の管理能力

①　条約の環境保全効果
②　現実の環境改善の度合い
③　結果の実効性
④　科学的不確実性への対処
⑤　条約の第三者的環境評価
⑥　維持の義務

①　条約の強靭性

②　指標としての「遵守」

③　社会形成プロセスとしての法

a）　 実定法主義モデル
　　 法的強制力
b）　法社会学モデル
c）　経済法モデル
　　（効率性、費用対効果、
　　  条約間の調整）
d）　自然法モデル
      （道徳規範）

ａ）　国際的・法的環境
    （他の条約との関係性）

a）   社会規範形成機能
b）   締約国のパフォーマン
      スデータ
c）支援メカニズム
    （国内履行支援・
      能力構築・技術移転・
      財政支援）

生成していく一つの過程であることは間違いないだろう。

3．地球環境条約の「実効性」に関する評価

「環境的実効性」の観点からも理解されるが、地球環境条約レジームの創設によって、

現実的には、どのような効果が見られたのであろうか。確かに、締約国は、条約義務の遵

守のための必要な行動をとるようになってきており、それによって、行動の変化は生じて

いるものと理解できる。

ピーターソンは、条約に規定されている報告制度について問題点を指摘した。現実の報

告制度が直面する状況について、「ほとんどすべての自己報告システムについては、報告

書の提出について消極的で、効果が見られていない。また、未提出国はそれを問題とすら

していない。大半の報告システムは、良好な設計がなされているとは言い難い。」との指

摘である92。この状況は、好ましいものではなく、条約の生命線（lifeline）や根幹（backbone）

とも言われる報告制度がうまく機能しないということは、監視制度も機能していないもの

と類推され、その場合、該当する条約の、「法的実効性」、「政治的実効性」を、ひいては、

「環境的実効性」を脆弱化させてしまっている可能性が極めて高い93。この点について、

図1 地球環境条約の「実効性」概念のイメージ
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ワイス（Brown Weiss）も、状況を報告し、類似するが、やや異なる問題点の指摘と見解

を示している94。ワイスは、1998年の研究成果『国家を引き寄せる－国際環境条約の遵守

強化－（Engaging Countries: Strengthening Compliance with International Environmental

Accords）』の「5つの国際条約－生きた歴史－（The Five International Treaties: A Living

History）」（筆者訳）において、世界遺産条約では報告義務が履行されなかったし、国際

熱帯木材協定では、報告がされても、環境に関する部分の報告が抜け落ちていた、と指摘

している。また、1991年から1995年の間、ロンドン条約では、報告義務を遵守した国の数

は、全体の50パーセントを満たさなかったし、オゾン層保護のためのモントリオール議定

書では、70～40パーセント、CITES では、70パーセント程度であったとのことである。

ただ、ワイスは、この状況に対する評価として、楽観的立場を示していた。つまり、条約

レジームの重要な締約国については、報告義務の遵守が見られており、提出期限の厳守も

あったし、情報も正確であった、とのことである。この場合、「法的実効性」の面からの

問題性があったが、「政治的実効性」の面からは問題が深刻ではなかった、と理解できる。

これに加えて、チェイエスとミッチェルらによると、バーニーによる報告として、ある国

が自国にとって不都合な問題を隠蔽するため報告しなかった例が国際捕鯨取締条約で見ら

れたとし、また、この他に、チェイエスとミッチェル自らの報告として、例えば、国際労

働機関（ILO）では、制度的な工夫（ブラックリストの作成等）により、80パーセントの

加盟国による報告義務の遵守が見られたり、国際海事機関（IMO）では、効果的な情報

の収集と主要な18の産業国による協定の締結により100パーセントの報告義務遵守が見ら

れたりした、としている。一方で、船舶による汚染防止のための国際条約（MARPOL）

では、IMO の事務局が積極的な役割を果たせず、報告義務の極めて低い遵守の状況であっ

た、と指摘している95。ここ2000－2010年のオゾン層条約レジームや気候変動条約レジー

ムでは、条約事務局が、報告義務の遵守を支援するため、制度的な対応として、各条約レ

ジームで加盟国によって、独自のフォーマットに従って個別に提出されている報告書が、

一定の基準に基づいて比較参照することが可能となるよう、比較可能な報告書作成のため

のガイドラインやフォーマットの作成、能力構築等を積極的に行っており、最近の報告義

務の遵守状況（しかし、この場合は提出状況をもって遵守とする）は、主要な排出国であ

る付属書 I 国と中国、インドについては良好である。ここでは、報告制度の詳細を議論す

る訳ではないが、国際機構の事務局や条約事務局が、積極的な役割を果たすことにより、

報告義務の遵守状況が改善し、監視制度が改善することで、「法的実効性」や「政治的実
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効性」が向上することを示唆しているものと言える。

また、地球環境条約レジームの「環境的実効性」については、国連環境計画による指摘

もある。国連環境計画は、オゾン層保護のためのモントリオール議定書の「環境的実効性」

については成功的である、との評価をしているが96、それ以外の諸問題を含む全体的評価

としては、これまでの環境への取り組みの進展（例えば、法制度や国際機構の創設による

取り組みの活発化）にもかかわらず、地球システム全体については、結局、かなりの悪化

が進んでいる、という評価をしている97。しかし、あえて批判的に見れば、オゾン層保護

に関しても、オゾンホールの縮小傾向が見られ始めたに過ぎず、上述の「維持の義務」の

重要性は再確認されるべきであるだろうし、日本国内では、最近になって、老朽化した施

設などについてであるが、オゾン層破壊物質の管理施設の漏洩の可能性についても指摘さ

れ、経済産業省、環境省や、地方自治体等による早急な対策が進められている98。ここで

は、条約の「政策的実効性」や「政治的実効性」が確認されうる。そして、この点に関し

ては、国際法を理解している NGO などによる監視活動等も期待される点でもある。さら

に、気候変動条約レジームについても、国連環境計画は、現状の約束のレベルでは、気候

変動の悪影響を受けざるを得ないとの見通しを示している。国際的に認識されている、地

球の平均気温の上昇を、産業革命以前のレベルから2度以内に抑えるためには、早急の対

応が求められる点を再強調しており、同時に、報告制度や監視機能の強化、途上国への財

政的、技術的支援、政策統合などの課題を指摘している99。

また、生物多様性条約レジームについても、生物多様性条約事務局は、「地球規模生物

多様性概況4」の報告書を発表している。各レベルでの取り組みが、世界規模で行われて

いる一方で、現在の状況は、愛知目標（Aichi Biodiversity Target）を期限内に達成する

には不十分である、としている100。また、生物多様性の損失による圧力は少なくとも2020

年までは続き、結果的に、それによる悪影響を克服できない可能性が高い、という厳しい

見解も示している101。生物多様性のための生物多様性国家戦略行動計画（National Biodiver-

sity Strategies and Action Plans/NBSAPs）についても、締約国194カ国中179カ国が、期

限内に NBSAP を形成しているが、条約事務局によるガイダンス作成にもかかわらず、そ

の適切性や実施状況は多様で、決して楽観視できるものではないとの評価である102。これ

についてもまた、NBSAP 形成による、生物多様性条約の国内法への変換がみられた点で

は、生物多様性条約の「法的実効性」が認められるが、国内政策としての実施状況への評

価からは、「政策的実効性」が脆弱化しているものとして理解できる。「環境的実効性」の
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側面からは、環境改善の効果は、十数年先に期待できるか否か、ということであり、現在

の状況は、脆弱であると結論づけるしかない。加えて、アメリカの生物多様性条約への不

参加問題や、名古屋・クアラルンプール補足議定書の未発効の状況についても、「政治的

実効性」、「環境的実効性」、「経済的・社会的実効性」への影響の可能性も考えられうる。

このような地球環境の状況をめぐる現実は、地球環境条約の「実効性」が、総じて、現

実的に脆弱であることを示しており、「実効性」の向上のための対策を早急に講じていく

必要性があることを明らかにしていると考えられる。

4．おわりに－「実効性」のある地球環境条約レジームをめざして－

本稿は、地球環境条約の「実効性」概念の諸相について、それぞれ不可分かつ相互関係

性の高い「政治的実効性」、「法的実効性」、「政策的実効性」、「環境的実効性」、「経済的・

社会的実効性」の観点から、概念の整理を行い、また、条約の「実効性」に関する評価に

ついて触れ、地球環境条約の「実効性」について若干考察した。地球環境条約の「実効性」

は、多義的かつ多面的であり、それゆえに、その意味的把握と評価には、研究方法論とし

て、学際的アプローチが必然的に求められるものと言える。

条約の「実効性」に関する現実的評価について見た場合、今日の地球環境条約を通じた

取り組みについては、「結果の義務」や「維持の義務」といった点が強調されるべきであ

ると同時に、「環境的実効性」について、重視していく必要があるものと思われる。それ

は、国際的なレベルのみではなく、国内法制度、行政システム、地方自治体レベルにおけ

る、このような義務への意識向上と具体化が、極めて重要であるように思われ、行動変化

としての「政治的実効性」の不可欠性も強調されなければならない。条約が、真に「実効

性」がある場合には、磯崎のアプローチのように、国内的なガバナンスにも、効果や影響

力を持つものと考えるのは自然である103。

ただ、地球環境条約レジームの実効性向上のためには、特定分野の「実効性」が確保さ

れたとしても、他の側面での実効性が確保されない場合、十分な保全につながらない面も

あることは確認する必要があるだろう。望ましい条約レジームの形成としては、諸々の「実

効性」の面で、良い効果を生み出していく必要があるものと考えられる。

また、地球環境条約の「政治的実効性」について鑑みた場合、地球環境問題を、国際的

関心事項として、さらに中心的な課題としていくことも必要とされるものと考えられる。
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例えば、エリオット（Lorraine Elliot）104やスコット（Shirley V. Scott）105による研究成果

にもあるように、「環境安全保障」の観点から問題を位置付けていくことも、政治学的に

は必要であるかもしれない。これは、各アクターによる問題への政治的意識の向上にも繋

がり、国際的にも国内的にも問題に対処するための行動をとる場合の合理的な根拠ともな

りうるからである。国連安全保障理事会は、既に、気候変動問題が、国連憲章第七章第三

十九条における「平和への脅威」を構成するか、否かを協議し始めており、このような取

り組みは、気候変動問題の性質や理解そのものにも変化を生じさせるものと思われる106。

かかる観点からは、国連憲章第七章の法解釈についての新たな可能性を見いだすことも可

能である。このような流れは、地球環境条約の「実効性」とも大きな関わりを持ちうる。

また、「実効性」を測る試み、評価する（assess）試みについては、どの意味での「実

効性」を測ろうとしているのか、また、評価しようとしているのか、という「実効性」概

念の定義づけや理論化が、方法論上必要不可欠である。ミッチェルの主張するように、そ

の「政治的実効性」でさえ、非常に多様な側面を捉えており、「実効性」に影響を与える

諸要素は、多岐にわたっている。結局のところ、地球環境条約の「実効性」を分析するに

あたっては、ヤング、チェンバースの主張するように、それぞれの条約を個別具体的に（イ

シューごとに）見ていくしか他にないように思われる。地球環境条約は、それぞれの条約

によって、問題の対象や性質、政治的状況、制度構造、条約加盟国やその数等が異なるた

め、比較軸の設定も困難である。国内政策などでは、例えば、国連開発計画の『人間開発

報告書（Human Development Report）』の人間開発指数（Human Development Index）

のような比較軸によってランキングを行い、比較可能性を確保したり、競争を促したりす

るものもあるが107、条約の「実効性」そのものを定量的に計測し、ランキングしたり、比

較することには、あまり意義を見出せないようにも思える。しかしながら、例えば、条約

ごとに、それぞれの「実効性」（政治、法、政策、環境、経済、社会）や国別の履行状況

について、統一の比較軸によって、分かりやすく可視化し、評価することは、人間開発報

告書と同じ理由から、意味があるかもしれない108。また、「環境的実効性」に関しては、

条約全体の観点から第三者的な評価として結論を発表する取り組みは、必要不可欠である

だろう。条約の目標が達成されているのか否か、そして、ミッチェルの主張するように、

それ以外に必要とされる対策等があるのか否か、といった、より広い、全体的視点からの

分析や評価、検討も求められる。そして、その意味で、「地球益」の代弁者としての、国

連総会議長、条約締約国会議議長、国連事務総長、国連補助機関及び専門機関の長、条約
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事務局の長らによる役割の重要性も再確認されるべきである。

最後に、「法的実効性」の観点から、チェンバースが指摘した点は、極めて重要である

と思われる。それは、地球環境条約の「法的実効性」としての効果の一つとして、社会規

範を引き出し、共同社会を構築していく効果である。国際法を、立憲的なプロセスとして

みなし、普遍的な価値や、新しい価値の実現に向けて機能するものであるとみなす観点は、

地球環境条約レジームの可能性を高め、その「法的実効性」のもう一つの側面である、社

会規範形成機能109を見つめる好機となるのではないか、と考えられる。それは、拘束性や

強制力に着目した狭義の意味での「法的実効性」の概念から、より広い意味での概念を生

み出しているものと言える。そして、そのように理解していくことで、「法的実効性」概

念もまた、「国際法が無能である」とする批判へのアンティテーゼとなるのではないだろ

うか、と思われるのである。
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